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地域医療構想の進め方にかかる国の動向について 資 料 １
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具体的対応方針の再検証の
要請に係る分析について

令和元年（2019年）11月1日
第1回滋賀県医療審議会
保健医療計画部会 資料



具体的対応方針に係る再検証分析の対象

平成２９年度病床機能報告において高度急性期または
急性期と報告した病棟を持つ１４５５の公立・公的医療
機関について診療実績データを基に分析

※未報告病院は対象外（県内は該当なし）

各分析項目について（Ａ）「診療実績が特に少ない」ま
たは（Ｂ） 「類似かつ近接」（構想区域内に、一定数以
上の診療実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、
お互いの所在地が近接している）の要件のいずれかを
全ての項目で満たす４２４病院（29％）を、再検証要請
対象医療機関として公表（９月26日公表）
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再検証要請対象となる医療機関

地域医療機能推進機構滋賀病院（大津圏域）・・・（分析項目B）

大津赤十字志賀病院（大津圏域）・・・（分析項目Ａ・Ｂ）

済生会守山市民病院（湖南圏域）・・・（分析項目B）

東近江市立能登川病院（東近江圏域）・・・（分析項目Ａ）

長浜市立湖北病院（湖北圏域）・・・（分析項目Ｂ）
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診療実績データ分析における
Ａ「診療実績が特に少ない」基準について

次の６領域について、診療実績（Ｈ29病床機能報告）により
分析し、分析項目ごとに全ての実績が少ないかどうか分析

①がん(5) ②心筋梗塞等の心血管疾患(2) ③脳卒中(4)
④救急医療(2) ⑤小児医療(1) ⑥周産期医療(2)

次の３領域については病床機能報告から診療実績が把握
できないため下記の方法で分析

⑦災害医療 ⑧へき地医療 ⑨研修・派遣機能
→「災害拠点病院」「へき地拠点病院」「基幹型臨床研修病院」
に該当するかどうか

→上記の分類により、９領域すべてで診療実績が少ないに
「●」となればＡ基準の要件を満たし再検証要請対象となる
（大津赤十字志賀病院、東近江市立能登川病院） 8



診療実績データ分析における
Ｂ「類似かつ近接」基準について

「類似の実績」の考え方

① 診療実績が上位50％（累積占有率50％）以内に入っている
医療機関を上位、それ以外を下位に分類

② 上位グループと下位グループで明らかに差がある場合を
「集約型」（ex.湖北）、一定（1.5倍）の差がない場合を「横並
び型」（ex.大津）とする

→下位グループおよび一定の差がない医療機関を「類似

の実績」と判断する

「所在地が近接」の考え方

→「自動車での移動時間が20分以内の距離」と定義
※移動時間は国土交通省総合交通分析システム(NITAS)の最新版を用いて集計

計算は「道路モード」（高速道路利用）で行い速度は法定速度としている
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診療実績データ分析における
Ｂ「類似かつ近接」基準について

以下のどれかに該当する場合、Ｂ基準で「●」となる
① 領域毎の分析項目全てで「診療実績が特に少ない」に該当

（ex.地域医療機能推進機構滋賀病院のがん項目）

② 領域毎の分析項目全てで「類似かつ近接する医療機関あり」に該当

（ex.市立長浜病院の救急医療項目）

③ 「診療実績が特に少ない」または「類似かつ近接する医療機関あり」
の分析項目に該当し、合計すると項目全てで該当

（ex.滋賀医科大学医学部附属病院の救急医療項目）

※ただし、類似要件（累積占有率）や近接要件により、上記に該当しても
Ｂ基準で「●」とならない場合あり(ex.公立甲賀病院の小児医療項目)

→上記の分類により、６領域すべてに「●」となればＢ基準の
要件を満たし再検証要請対象となる
（地域医療機能推進機構滋賀病院、大津赤十字志賀病院、

済生会守山市民病院、長浜市立湖北病院）
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再検証要請を受けた今後の対応について

厚生労働省から現時点で提供されていない詳細なデータ
（民間病院も含めた分析データ）の提供があり次第、詳細
な分析・検証を行い、関係者に対して情報提供を行う

今回の分析結果については厚生労働省において病床機能
報告データを基に機械的に分析したものであることを踏ま
えつつ、各圏域で実施している地域医療構想調整会議に
おいて地域の実情を加味した上で協議を実施する

再検証要請対象（公表対象）とならなかったが、同一圏域
内において「類似かつ近接」に多数の医療機関が該当する
領域について、地域医療構想調整会議において機能分
化・連携に関する検討を行う 11



【参考】知事発言要旨（10/15定例記者会見抜粋）

公表された病院すべてが再編統合が必要という、誤解
を持って受けとめられかねないという意味において、こ
の公表のやり方に違和感を覚えた。ただ、様々なもの
が含まれているので、それらを検討、分析しなければな
らないと思っている。

すでに全国知事会と各地方団体とで連携し、国と地方
の協議の場も設けられ、それぞれの自治体に応じた事
情も加味しながら、今後の議論が行われるように期待
したい。

本県においては、７つの圏域ごとの会議の場なども活
用しながら、しっかりと今後の医療体制がどうあるべき
なのかという議論や検討を進めていきたい。 12



資料３－２ 

地域医療構想の実現に向けて 

 

令和元年９月２７日 

医政局 

 

１．地域医療構想の目的は、2025 年に向けて、地域ごとに効率的で不足のな

い医療提供体制を構築することです。地域医療構想の実現により、限られた

医療資源をそれぞれの地域で真に活用し、次の時代に対応した医療を構築

することができると考えています。 

 

２．地域医療構想の実現に向けては、関係者のご理解・ご協力の下、これまで

も地域で議論が積み重ねられてきましたが、さらに取組を進めていく観点

から、今回、高度急性期・急性期機能に着目した客観的なデータを国から提

供し、改めて、それぞれの医療機関に対し、今後の医療機能のあり方を考え

て頂くことといたしました。 

 ※客観的データについては、「地域医療構想に関するワーキンググループ」における議論

に基づくものです。 

 

３．今回の取組は、一定の条件を設定して急性期機能等に関する医療機能につ

いて分析し、各医療機関が担う急性期機能やそのために必要な病床数等に

ついて再検証をお願いするものです。したがって、必ずしも医療機関そのも

のの統廃合を決めるものではありません。また、病院が将来担うべき役割や、

それに必要なダウンサイジング・機能分化等の方向性を機械的に決めるも

のでもありません。 

 

４．今回の分析だけでは判断しえない診療領域や地域の実情に関する知見も

補いながら、地域医療構想調整会議の議論を活性化し議論を尽くして頂き、

2025 年のあるべき姿に向けて必要な医療機能の見直しを行っていただきた

いと考えています。その際、ダウンサイジングや機能連携・分化を含む再編

統合も視野に議論を進めて頂きたいと考えています。 

 

５．今後、地域の医療提供体制の確保に向け、病院のダウンサイジングや統廃

合が必要と地域が判断する場合には、国としても必要な支援等を行ってま

いります。 



〇 医療提供体制の改革にあたっては、地域医療構想の実現に向けた医療機能の再編統合を含めた分化・連携、医師偏在対策及び働き
方改革の取組を一体的に推進する必要がある。

〇 医療従事者の働き方改革の実現のためには、医師をはじめとする医療従事者の時間外労働の縮減が必要であり、そのためには、地
域において効率的な医療提供体制を構築し、医療従事者を効果的かつ効率的に配置する必要がある。

〇 地域医療構想の実現に向けては、2019年央に、国から都道府県に対し公立・公的医療機関等が策定した具体的対応方針について検
証を求める依頼を行い、医療機関同士の再編統合の検討を除いて2019年度内に見直しを終えることとなっている。

○ 2020年度より見直した具体的対応方針に基づいて、医療機能の移管に伴う人員調整や、医療機関同士の再編統合の取組を実施して
いくこととなるが、医療機関間の人事給与体系等、労働条件格差の調整及びその手続きが障壁となる。

〇 特に、国が設定する重点的に支援する区域については、都道府県と連携し、再編統合の方向性等について直接助言することとしてお
り、適切な助言を行うために必要な事項の整理やデータの分析を行うとともに、再編・統合の調整過程で発生した課題に迅速に対応し

ていく必要がある。

現状と課題

〇 過去の再編統合事案における人事給与体系等の労働条件についての調整内容の調査・分析。

〇 医療機関からの相談窓口を設置し、再編統合の際に必要となる対策のための基礎資料（財務シミュレーション、統合した際のデメリット
を縮小するための諸施策の立案、人材統合のための研修、人事配置等の対策等）の作成に関する助言。

○ 国が設定する重点的に支援する区域の再編統合後の勤務環境や給与体系及び一時的な収益の減少等の給与体系等に関する調査
分析。

○ 国が設定する重点的に支援する区域の国、都道府県及び医療機関による意見調整の場の設置

事業内容

医療機能の分化・連携に向けた具体的対応方針に対する病院支援事業
令和２年度概算要求額 121,726千円（0千円）

再編統合検討医療機関
（約10区域）

厚生労働省

関係者との意見調整

②基礎資料の提供や再編統合の方向性等の直接的な助言

①データの提出、再編統合の方向性等の相談

受託事業者（シンクタンク等）
・参考となる事案の調査、給与データ等の分析
・再編統合の方向性の検証等
・相談窓口設置
・意見調整の場を開催（必要に応じて）

＜重点的に支援する区域の事業のイメージ＞
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【令和元年11月12日　地域医療に関する国と地方の協議の場　資料】



重点支援区域について

R1.11.25

１．重点支援区域の基本的考え方

２．国が行う重点支援区域への支援
１）技術的支援
２）財政的支援

３．重点支援区域の選定の考え方

４．重点支援区域の選定にあたっての情報収集

５．重点支援に関する今後の進め方


